
 

 第3号議案 　2026年度　事業・活動計画 

 
2026年度ハイライト 

�​ リーダーシップのトランジションをスムーズに行い、新リーダーで、エコシステムのメンバー、地域のステークホル

ダーの声を反映しながら中期経営計画の策定への着手。 

�​ 「FRJ 2026」を京都で初開催。地域の文化資源を活かし、寄付文化の醸成とクロスセクター連携を深化させるカン
ファレンスの実現を目指す。  

�​ JIIでの「知と資金の循環（インパクトループ）」の本格実装フェーズへ。ToCを全事業に組み込み、アウトカムファンド
等を通じて再現性ある資金循環モデルを創出。  

�​ 日本版「フィランソロピーアドバイザー（PA）」認証制度を立ち上げ。教材開発・研修パイロットを経て、FRJ 2026内
でキックオフシンポジウムを実施予定。  

 
2026年度、当協会は、リーダーシップのバトンを新体制へと渡し、ファンドレイジングを豊かにするエコシステムでの寄付
と社会的投資の進化をさらに進めていきたい。11月に京都で開催するFRJ2026 を起点に地域文化と寄付文化を融合し
た資金循環モデルの社会への提示、フィランソロピーアドバイザー認証制度の創設やJapan Impact Instituteのインパク
トループの実装で資金提供者と実践者との信頼基盤の強化、国内外ネットワークを拡張してインパクト志向の潮流を加速
していくなどの事業を推進していく。 
そして新体制のもと、ファンドレイジングの幅広いエコシステムのプレイヤーの皆様からの声に耳を傾け、新しい中期経営
計画を策定していく1年とする。 
 

ファンドレイジング大会事業  
◇事業方針 

•​ 全国大会を東京以外の地域で初開催する意義を最大限に活かし、京都という文化的文脈を起点に、寄付文化と
新たなつながりを生み出すカンファレンスを実現する。 

 

◇重点施策 

•​ 寄付文化を創造する場の創出 
京都という文化的文脈を活かし、ファンドレイジングの手法や戦略にとどまらず、寄付に対する価値観や社会と
の関係性を問い直し、参加者自身の認識と行動の変化を促す場を創出する。 
 

•​ 越境したつながりを生み出す場の拡張 
当協会のみならず、運営委員会や多様なステークホルダーとの協働により、本大会に加え、事前・事後の取り組
みも含めて、地域・分野・年代を越えた多様な主体が出会い、対話し、次のアクションにつながる関係性を生み
出す。 
 

•​ 学びと実践が循環する仕組みの構築 
オンデマンドを含む多様な機会を通じて、ファンドレイジングの実践知を共有し、参加者同士が継続的に学び合
い、それぞれの現場に還元できる仕組みを構築する。 
 

◇具体的な取り組み 

•​ セッションの多層化 
寄付集めの手法に関する実践的な内容から、寄付文化や価値観を考えるテーマまで、多様な視点を包含した
セッションを企画する。 
 

•​ 本大会を起点とした継続的な関係性の創出 
本大会を一過性の機会とせず、事前および事後の取り組みを通じて、参加者同士の対話や関係性が継続的に

深まる機会を設計する。 
 

•​ オンデマンドによるピアラーニングの推進 
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実践事例や試行錯誤の共有を通じて、参加者同士が相互に学び合うピアラーニングの場を形成し、継続的な学

びの循環を促進する。 
 

 
ファンドレイザー育成事業 
◇事業方針 

•​ 団体とファンドレイザー双方の実践機会を広げ、実践が継続する環境づくりを推進する。 
 

◇重点施策 

•​ 成果を可視化し、再現可能な知見として発信する 
ファンドレイジング実践プログラム等の成果を体系化し、団体およびファンドレイザーが実践を進める際の指針と

なる知見として広く共有する。 
 

•​ 実践機会の拡張に向けた連携を推進する 
他主体との連携を通じて、団体およびファンドレイザーの実践への入口を広げ、多様な実践機会を創出・拡充す

る。 
 

◇具体的な取り組み 

•​ 実践プログラムの継続実施および成果事例の体系化・発信 
•​ 団体とファンドレイザーの接続機会創出に向けたオープンマーケットの実施 
•​ ファンドレイザーの成長機会の可視化（資格制度・専門認証・スクール・ファンドレイジング実践プログラム等の役

割整理） 
 

 

寄付白書事業 
◇事業方針 

•​ 「寄付白書2025」の内容の浸透と社会に向けた発信。 

 

◇重点施策 

•​ 最新の動向の発信 
「寄付白書2025」で明らかになったデータをもとに、社会に向けての発信を行う 
 

•​ 寄付研究促進委員会の実施 
寄付白書の発行がない期間での、寄付研究促進を目的とした委員会の実施。2022〜2023年度に実施した活
動実績を振り返りながら改善実施。 
 

◇具体的な取り組み 

•​ 最新動向の発信 
ファンドレイジング・ジャーナル記事やJapan Impact Instituteのウェブサイト、国内外の学会発表等 
 

•​ 寄付研究促進委員会 
寄付研究促進を目的とした委員会の実施。寄付白書発行研究会の振り返りに基づき実施し、寄付白書の見直し
も行う。 

 
 
社会貢献教育事業 
◇事業方針 
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•​ 社会貢献教育に関するこれまでのプログラムの安定的な提供を基盤としつつ、教員ニーズに即した社会貢献教
育プログラムの実施と検証に取り組む。  

 

◇重点施策 

•​ 社会貢献教育プログラムの安定提供 
•​ これまでの社会貢献教育プログラムおよび「from Me」の提供を継続するとともに、ファシリテーター基礎研修や

養成講座を通じて、担い手の育成を図る。 
•​ 「from Me」の今後の事業展開戦略の立案を行う。 

 
•​ 教員ニーズに即したプログラムの実施と検証  
•​ 教員ニーズに即した社会貢献教育プログラムの試案を実施し、その成果を踏まえて課題と可能性を検証すると

ともに、得られた知見を社会に発信し、社会貢献教育の普及につなげる。 
 

◇具体的な取り組み 

•​ 社会貢献教育プログラムの提供 
・学校向け提供（東京都教育委員会経由での提供、個別依頼など） 
・ファシリテーターによる各地での実施 

•​ 社会貢献教育ファシリテーターの育成 
・基礎研修の実施 
・ファシリテーター向けプログラムの提供（オンライン体験会など） 

•​ 「from Me」の提供 
・体験会の実施 
・学校向け提供 
・企業・団体向け提供 

•​ 「from Me」公認ファシリテーターの養成 
・公認ファシリテーター養成講座の開催 

•​ 教員ニーズに即したプログラムの実施・検証 
・試案の実施 
・実施結果に基づく課題および可能性の整理 

 
 
Japan Impact Institute事業 
◇事業方針 

•​ 2026年度は「インパクトを志向する資金循環の拡張」を実現するための実装フェーズと位置づける。これまでに
蓄積してきた資金循環事業、社会的インパクト・マネジメント支援、国際連携を統合し、「知と資金の循環（インパ
クトループ）」が実際に機能する事例の創出に注力する。 

•​ そのため、第一にToC（Theory of Change）を事業設計および意思決定に組み込み、各事業の戦略的接続を
図る。第二に、資金循環事業や社会的インパクトマネジメント支援を中核としたプロダクト開発を進め、再現性と
スケーラビリティのある事業モデルへの転換を図る。第三に、海外財団・企業およびグローバルネットワークとの
連携を、具体的な事業創出へと接続する。 

 
◇重点施策 

•​ インパクトループの可視化と事業接続 
各事業をインパクトループ上に位置づけ、その成果や次のアクションとの接続を明確化することで、ToCに基づく
統合的な事業運営を実現する。 
 

•​ 資金循環モデルの実装と拡張 
アウトカムファンド等の資金提供プログラムの設計・運用を通じて、インパクト志向の資金循環を実装するととも
に、新規プログラム創出によりモデルの拡張を図る。 
 

•​ インパクトフィランソロピーの体系化と発信 
インパクト志向のフィランソロピーの概念、判断軸、実践知を整理し、ガイドブックやインサイト記事として体系化・
発信することで、資金提供者の意思決定に資する知の基盤を構築する。 
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•​ コミュニティおよびネットワークの形成・活用 
経営層・実務者を対象としたサロンやイベント、ニュースレター等を通じて、資金提供者および実践者のコミュニ
ティを形成するとともに、AVPNとの連携を通じて国内外のネットワークを接続する。 

 

◇具体的な取り組み 

•​ 資金循環プログラムの運用と展開 
既存プログラムの着実な運用に加え、助成プログラム設計支援や財団設立支援等を通じて、新たな資金提供ス
キームの構築を推進する。また、各プログラムにおいて、事業実施を通じた知の集約・構造化を組み込み、他の
資金提供者への展開可能なモデルとして発信する。  
 

•​ インパクト・マネジメント支援の実装と高度化 
NPO・企業・財団等に対する評価支援・伴走支援を通じて、各組織におけるインパクト創出および可視化を支援
する。あわせて、支援プロセスから得られる知見を体系化し、インパクト・マネジメントの実践モデルとして蓄積・
展開する。 

 
•​ コミュニティおよび国際連携の強化 

AVPN日本代表パートナー業務を通じて、国内外の資金提供者・実践者のネットワークを拡張するとともに、イベ
ントや対話の場を通じて新たな意図の創発を促す。また、海外財団・企業との連携案件の創出およびグローバ
ルパートナーシップの構築を進め、国際的な資金循環のハブ機能を強化する。 

 
•​ ToCに基づく事業横断運営 

各事業をインパクトループ上に位置づけ、「知の創出」「意図の創発」「資金提供」「インパクト創出」の各段階が
連続的に接続されるよう運営する。具体的には、各案件の成果を次の事業機会へと接続するとともに、事業横
断での知見共有・戦略レビューを通じて、ToCの実装を進める。  
 
 

寄付社会創造事業 
◇事業方針 

•​ 国内外のステークホルダーとの多様な取り組みにより、寄付、社会的投資のための市場拡張のための取り組
み、調査、実証を行い、成果について発表・共有することにより知の循環をはかる。 

 

◇具体的な取り組み 

•​ フィランソロピーアドバイザー（PA）認証制度構築 
米日財団からの助成を受け、日本版PA認証制度を立ち上げる。PAテキストの作成、研修プログラムの設計とパ
イロット提供、キックオフシンポジウムの開催（FRJ2026内での実施を予定）、認証の仕組みの構築と情報発
信。 
 

•​ キフラボプロジェクト 
寄付・ファンドレイジングの研究と実践の実験的横断プロジェクトとして、法人会員を対象に実施。参加者が持ち

寄る資源（人、情報知見、資金、場、ネットワーク）を基に、研究成果のファンドレイジング実務への展開による、

日本独自の寄付やファンドレイジングの在り方を探求する。 
 

•​ 雲南市「えすこなお金のながれづくり事業」 
「社会的投資スキームを活用した商店街開発」「遺贈寄付の推進」「海外財団との連携」を準備・実装していく。
また、市内関係者が主体となって継続的にこの取り組みが進んでいくように、協議会をコーディネートする。 

 

 

管理 
広報 

◇方針 

•​ 各事業で生まれた知見や実践を起点に、多様な関心層へと広がる発信を強化する。  
 

◇具体的な取り組み 
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•​ 既存のコミュニケーション手段を活用しつつ、Japan Impact Instituteなど各事業のウェブサイトとも連動させな
がら、発信内容や切り口を工夫し、関心が広がる発信を強化する。  

 
会員 

◇方針 

•​ 会員の声を中期経営計画に反映するための対話の機会を創出する。  
 
◇具体的な取り組み 

•​ 個人会員との対話と関係性の深化 
チャプターの協力も得ながら、個人会員との対話の機会を創出し、会員の声を中期経営計画に把握・反映すると
ともに、関係性の深化を図る。 
 

•​ 法人会員との関係性の再設計 
各事業における接点が点在している現状を整理し、当協会の価値提供のあり方を明確化するとともに、継続的
な関わりの強化を図る。 

 

事務局運営 

◇方針 

•​ 円滑なリーダーシップトランジションの進行のための内外コミュニケーションの実施 
•​ 組織の財政状況の把握と対応についての精度向上 

 

◇具体的な取り組み 

•​ リーダーシップの変更については、組織内外で不安等が残らないよう、丁寧な、かつ誠意をもったコミュニケー

ションを、対面、オンライン両方で行い、協会の意図をお伝えするとともに、ステークホルダー、エコシステムの皆

さんからの意見にも耳を傾ける。 
•​ コミュニケーションで得られたご意見等を踏まえ、新リーダーシップチームにて、次期中期経営計画の策定を開

始していく。 
•​ 定款第29条に沿って評議員会を設置し、協会の運営等への助言を得る機会とする。 
•​ 組織の財政状況の把握と対応についての精度向上のために、プロセスの見直しと新会計システムの導入を推

進していく。 
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